朝日町告示第５９号

朝日町商業経営支援給付金交付要綱を次のように定める。

　　令和３年７月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日町長　笹原靖直　
朝日町商業経営支援給付金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、事業収入が減少した事業者に対する朝日町商業経営支援給付金（以下「給付金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(１)　事業者　町内に事業所又は事務所（以下「事業所等」という。）を有する個人及び法人で町内において事業を営むものをいう。

(２)　事業収入　次に掲げるものをいう。　
ア　中小企業者、小規模企業者の場合　確定申告書（法人税法（昭和４０年
法律第３４号）第２条第１項第３１号に規定する確定申告書をいう。）別　
表１における売上金額欄に記載される額と同様の算定方式により算出された額をいう。
イ　個人事業者の場合　確定申告書（所得税法（昭和４０年法律第３３号）
第２条第１項第３７号に規定する確定申告書をいう。）第１表における収入金額等の事業欄に記載される額と同様の算定方式により算出された額をいう。
（交付対象者）
第３条　この要綱による給付金の交付を受けることができる事業者は、次に掲げる
要件をすべて満たすものとする。
(１)　主たる事業が、日本標準産業分類大分類における卸売業、小売業、生活関連サービス業・娯楽業、教育・学習支援業、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業（ただし、酒類を提供していない店舗又は通常営業終了時間が夜９時以前の店舗）の各業種に該当していること。
 (２)　令和２年度の事業収入が令和元年度と比較し２０パーセント以上の減少となっており、今後も事業を継続する意思がある事業者であること。　 
(３)　暴力団又は暴力団員に関与していないこと。
（給付金の額等）

第４条　給付金の額は次の表のとおりとする。
	交付の対象となる要件
	給付金額

	営業の用に供する建物床面積が１，０００㎡未満
	２００，０００円　

	営業の用に供する建物床面積が
１，０００㎡以上３，０００㎡未満
業者
	８００，０００円　

	営業の用に供する建物床面積が３，０００㎡以上
	１，０００，０００円


２　交付回数は、１事業者につき１回を限度とする。
（給付金の申請）
第５条　給付金の交付を受けようとする者は、次に掲げる書類を町長に提出するものとする。
　(１)　朝日町商業経営支援給付金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）
　(２)　町内において営業実態が確認できる資料
　(３)　令和２年度及び令和元年度の事業収入が確認できる書類

　（申請期間）
第６条　給付金の申請期間は、令和３年７月１２日から令和３年９月３０日までとする。
（宣約・同意事項）
第７条　給付金は、次に掲げる各号のいずれにも誓約し、同意した者でなければ、交付しないものとする。
　(１)　第３条の要件を満たしていること。
　(２)　交付申請書の記載事項及び関係書類に虚偽がないこと。
　(３)　検査、報告又は是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じること。
　(４)　町の職員が交付要件確認のために、申請者の申告状況及び町税等の収納状況を確認すること。
　(５)　給付金の交付決定後、申請要件に該当しない事実や不正等が発覚し、給付金の交付決定が取り消され、給付金の返還を命じられた場合は、これに応じること。町長が、給付金の返還を命じたにもかかわらず、返還すべき給付金の全部又は一部が納付されなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額に対して年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を支払うこと。
　(６)　申請事業者の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が、朝日町暴力団排除条例（平成２４年朝日町条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は第６条に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「密接関係者」という。）に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しないこと。申請事業者の経営に暴力団、暴力団員及び密接関係者が、事実上参画しておらず、当該事実確認をするため、必要な事項を富山県警察本部刑事部組織犯罪対策課長に照会する場合があること。

（給付金の交付決定等）

第８条　町長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、給付金交付の可否の決定を行うものとする。
２　町長は、前項の決定を行ったときは、当該対象者に通知するものとする。
（給付金の請求）
第９条　給付金の交付の決定を受けた者は、朝日町商業経営支援給付金請求書（様式第２号）により、町長に請求するものとする。
（給付金の返還）

第１０条　町長は、偽りその他の不正行為により給付金の交付を受けた者があるときは、当該給付金の全額又は一部を返還させることができる。
　（委任）
第１１条　この要綱に定めるもののほか、給付金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。

　　　附　則

　この告示は、公表の日から施行する。
